
労働者派遣法第 30 条の４第１項の規定に基づく労使協定 

 

株式会社アスペイワーク熊本支店（以下「甲」という）と労働者代表である吉岡 美冴（以下「乙」と

いう）は、労働者派遣法第 30条の４第１項の規定に関し、次のとおり協定する。  

 

（対象となる派遣労働者の範囲） 

第１条 本協定は、派遣先で本条第 1項第 2号記載の業務に従事する従業員（以下「対象従業員」とい

う）に適用する。比較対象となる同種の業務に従事する一般の労働者の職種は、次のとおりと

する。 

(１) 本条第 2項および第 3項記載の職種における比較対象となる同種の業務に従事する一般の労働

者の職種は、令和 2年 10月 20 日職発 1020 第 3 号「令和 3年度の「労働者派遣事業の適正な

運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第 30条の 4第 1項第 2号イに定める「同種

の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」等について」（以下「通達」という）別

添 2に定める職種とする。 

（２） 以下の職種については、業務の実態から複数の業務に従事する可能性があることから中分類を

使用するものとする。 

25 一般事務員 

（３） 対象従業員については、派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア形成を

行い所得の不安定化を防ぐ等のため、本労使協定の対象とする。  

（４） 甲は、対象従業員について、労働契約の契約期間中に、 特段の事情がない限り、本協定の適

用を除外しないものとする。  

 

（賃金の構成）  

第２条 対象従業員の賃金は、基本給（賞与を含む）、時間外労働手当、深夜・休日労働手当とする。  

 

（賃金の決定方法） 

第３条 対象従業員の基本給、賞与及び手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の

平均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表 1-1 のとおりとする。 

（１） 支払時給の決定は、「合算比較方式」とする。具体的には、職種別賃金に対象従業員が勤務す

る地域にかかる地域指数を乗じ、退職金相当となる額として 6％を乗じた額を加え、更に一般

労働者の通勤手当相当額「74円」も加算した額を『基準値』とする。そして、当該『基準値』

よりも、支払時給が同額以上となることを条件とする方式である。 

（２） 通勤手当相当額の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」

については、通達の第 3の 4に定める合算により比較する方法とし、その額を 74 円（時給換

算額）とする。 

ただし、以下に該当する者については例外とする。 

①送迎バス・送迎車の利用が可能である場合、および徒歩により通勤する者で通勤距離が片道

2km 未満である者については、通勤手当の支給は行わないものとする。 



②令和 2年 3月 31 日現在において、基本給とは別に実費交通費を支払っている者に限っては

引き続き通勤に要する実費に相当する額を支給する。 

③全国またはブロック内転勤のある正社員であり、派遣先管理の一貫として派遣先で就業をす

る者については、1ヶ月分の定期代相当額を支給する。 

（３） 退職手当相当額の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」

については、通達の第 3の 4に定める合算により比較する方法とし、その額は、通達別添 2の

金額に令和 2年度の都道府県別地域係数を乗じた額の 6%相当（1円未満の端数切り上げ）とす

る。 

（４） 地域調整については、熊本県、鹿児島県の就業地で派遣を行うことから、当該派遣先となる事

業場の所在地の都道府県の地域指数を使うものとする。 

 

（賃金決定における特例措置） 

第４条 対象従業員の基本給の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の

額」は、別表 1-1 記載のとおりとする。 

２ 新型コロナウィルス感染症（以下「感染症」という）に伴い大きく減少した指標は無かったこ

とから、通達の第 1の 5に定める特例措置はいずれの職種にも適用しない。 

 

第５条 対象従業員の基本給は、次の各号に掲げる条件を満たした別表 2-1 または 2-2 のとおりとす

る。 

（１） 別表１-1または 1-2 の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と同額以上であ

ること  

（２） 別表 2-1 及び 2-2 の各等級の職務と別表１-1 及び 1-2 の同種の業務に従事する一般の労働者の

平均的な賃金の額と対応関係は次のとおりとすること 

Ｓランク：3年以上  

Ａランク：2年以上  

Ｂランク：1.5 年以上 

Ｃランク：0.5 年以上 

Ｄランク：0年以上 

２ 株式会社アスペイワークは、第 7条の規定による対象従業員の勤務評価の結果、同じ職務の内

容であったとしても、その経験の蓄積・能力の向上があると認められた場合には、基本給額の

１～３％の範囲で能力手当を支払うこととする。 また、より高い等級の職務を遂行する能力

があると認められた場合には、その能力に応じた派遣就業の機会を提示するように努めるもの

とする。 

 

（時間外手当、深夜･休日手当） 

第６条 対象従業員の時間外手当、深夜・休日手当は、法律の定めに従って支給する。  

 

（賃金の決定に当たっての評価） 



第７条 賃金の決定は、半期または契約更新ごとに行う勤務評価を活用する。勤務評価の方法は、スキ

ル・能力の向上、勤怠状況、積極性、責任性、協調性など派遣先評価も含め総合的に判断する

ものとする。その評価結果に基づき、基本給の額を決定する。 

 

 （賃金以外の待遇） 

第８条 教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については、正社員

と同一とし、社員就業規則第 26 条及び第 36条の規定を準用する。 

 

（教育訓練） 

第９条 労働者派遣法第 30 条の２に規定する教育訓練については、労働者派遣法に基づき別途定める

「株式会社アスペイワーク教育訓練実施計画」に従って、着実に実施する。 

 

 （その他）  

第 10 条 本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。  

 

（有効期間） 

第 11条 本協定の有効期間は、令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 31 日までの 1年間とする。  

２ 本有効期間終了後に締結する労使協定についても、労使は、労使協定に定める協定対象労働者

の賃金の額を基礎として、協定対象派遣労働者の公正な待遇の確保について誠実に協議するも

のとする。 

 

 





別表1-1

対象派遣先地域：熊本県

0年 0.5年 1.5年 2年 3年

25一般事務員 1,041 1,124 1,246 1,287 1,326

基準値に乗じる能力・経験調整指数の年数
職種分類（中）

株式会社アスペイワーク 熊本支店

下表の賃金額は、令和2年10月20日職発1020第3号通達別添2記載の職種別賃金に熊本県の地域係数（87.6％）を乗じ、交通費相当額、退職金相当額を加算した金額です。

- 1 -



別表1-1

対象派遣先地域：鹿児島県

0年 0.5年 1.5年 2年 3年

25一般事務員 1,031 1,111 1,233 1,273 1,313

基準値に乗じる能力・経験調整指数の年数
職種分類（中）

株式会社アスペイワーク 熊本支店

下表の賃金額は、令和2年10月20日職発1020第3号通達別添2記載の職種別賃金に鹿児島県の地域係数（86.6％）を乗じ、交通費相当額、退職金相当額を加算した金額です。

- 1 -



株式会社アスペイワーク 熊本支店
（対象都道府県：熊本県）

別紙2-1

職種 25一般事務員 Ｃ事務的職業_25一般事務員_-

ランク D C B A S

基本給額 1,041円～ 1,124円～ 1,246円～ 1,287円～ 1,326円～

必要スキル

①役割
 業務指示→有
 業務内容→補助業務
 
 ②専門知識
 必要なし
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 必要なし
 
  

①役割
 業務指示→有・無
 業務内容→補助業務
 
 ②専門知識
 必要ないが、一部必要
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 一部必要
 
  

①役割
 業務指示→無
 業務内容→主体的業務
 
 ②専門知識
 必要な業務
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 社内窓口対応
 
  

①役割
管理職補助相当職
業務内容→主体的＋研修業務
 
 ②専門知識
 習熟が必要な業務
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 クレーム対応等
  

①役割
管理職相当職
 業務内容→主体的＋研修業
務＋管理業務
 
 ②専門知識
 習熟およびが必要な業務
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 クレーム対応等
  

対応する一般労働者の
賃金の額

1,041円～ 1,124円～ 1,246円～ 1,287円～ 1,326円～

対応する一般の労働者の
能力・経験

0.0年 0.5年 1.5年 2.0年 3.0年



株式会社アスペイワーク 熊本支店
（対象都道府県：鹿児島県）

別紙2-1

職種 25一般事務員 Ｃ事務的職業_25一般事務員_-

ランク D C B A S

基本給額 1,031円～ 1,111円～ 1,233円～ 1,273円～ 1,313円～

必要スキル

①役割
 業務指示→有
 業務内容→補助業務
 
 ②専門知識
 必要なし
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 必要なし
 
  

①役割
 業務指示→有・無
 業務内容→補助業務
 
 ②専門知識
 必要ないが、一部必要
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 一部必要
 
  

①役割
 業務指示→無
 業務内容→主体的業務
 
 ②専門知識
 必要な業務
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 社内窓口対応
 
  

①役割
管理職補助相当職
業務内容→主体的＋研修業務
 
 ②専門知識
 習熟が必要な業務
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 クレーム対応等
  

①役割
管理職相当職
 業務内容→主体的＋研修業
務＋管理業務
 
 ②専門知識
 習熟およびが必要な業務
 
 ③コミュニケーション・交渉力
 クレーム対応等
  

対応する一般労働者の
賃金の額

1,031円～ 1,111円～ 1,233円～ 1,273円～ 1,313円～

対応する一般の労働者の
能力・経験

0.0年 0.5年 1.5年 2.0年 3.0年


